
県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領 

（県オリジナル米生産技術力向上事業） 

 

 本事業の実施にあたっては、福島県農産振興事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」

という）及び福島県農産振興事業事務取扱要領（以下「事務取扱要領」という。）の

ほか、この要領に定めるところによる。 

 

第１ 目的 

 「福､笑い」をはじめとする県オリジナル米において、実需が求める品質や供

給量等に対応した高品質・良食味米を安定的に供給できる産地を育成し、本県産

米のブランド力向上による風評払拭及び稲作農家の経営安定化を図る。 

 

第２ 事業内容等 

 １ 事業内容 

本事業は、第３に定める事業実施主体に係る別表に定める経費に対して予算の

範囲内で助成する。 

 ２ 補助 

  （１）県は予算の範囲内において、交付要綱の定めるところにより、市町村に対

して補助する。 

     なお、交付額は千円単位とし、千円未満の額は切り捨てるものとする。 

 ただし、市町村域を超える広域的な団体が事業を行う場合などの理由があ

る場合は当該団体等に対して直接補助を行うことができる。 

（２）補助率は別表に定めるとおりとする。 

３ リース整備に係る助成の額 

リースに要する経費に対する助成金額は、別表に定めるほか次の算式①によ

る。 

ただし、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数（減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号））に定める耐用年数未満と

する場合にあっては次の算式②、リース期間満了時に残存価格を設定する場合に

あっては次の算式③による。 

また、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数未満とし、かつ、リー

ス期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、算式②又は算式③により算

出した額のいずれか小さい方とする。 

   算式①：助成金の額＝リース物件価格（税抜き）×１／２以内 

   算式②：助成金の額＝リース物件価格（税抜き） 

             ×（リース期間／法定耐用年数）×１／２以内 

   算式③：助成金の額＝（リース物件価格（税抜き）－残存価格（税抜き）） 

             ×１／２以内 

 この場合において、リース期間は、関連機材利用者がリース物件を借り受ける

日から当該リースの終了予定日までの日数とし、当該リース日数を 365 日で除し

た数値の小数点以下第３位の数字を四捨五入して小数点以下第２位で表した数値

とする。 

 

第３ 事業実施主体 

  事業実施主体は、農業協同組合、農業者団体（法人を含む）等とする。 



 農業者団体は、県内に住所地を有する農業者３戸以上で構成する組織とする。 

  

 

第４ 事業の実施等の手続き 

１ 本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書（様式第１号）を

作成し、次に掲げる書類を添付して市町村長に提出する。 

 （１）直近の総会資料等（組織運営に関する規約、役員・会員名簿等を含む資料） 

  （２）反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

  （３）その他知事が必要と認める書類 

２ 市町村長は、事業実施主体より提出された事業実施計画承認申請書（様式第３ 

号）を取りまとめ、当該農林事務所長（以下「所長」という。）に提出する。 

３ 所長は提出された計画書の内容が適当であると認めたときは、事業実施主体及 

び市町村長に事業実施計画を承認した旨を通知するとともに農林水産部長（以下 

「部長」という。）に報告する。 

４ 事業実施計画の承認を受けた事業実施主体は、交付要綱及び事務取扱要領に定 

める所定の手続きを経て、事業に着手する。 

５ 事業実施計画の重要な変更は、交付要綱の別表で定める軽微な変更以外のもの 

とし、その手続きは１から４に準じて事業実施計画変更承認申請書（様式第４号） 

により行う。 

６ 事業実施主体は事業完了後、事業実績報告書（様式第１号）を作成し、事業実 

施年度の年度末までに市町村長に報告する。併せて、市町村長は事業実施年度の 

翌年度の４月末までに所長に報告する。 

７ 事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度までの間、毎年度、年度 

末までに当該年度における事業実施状況報告書（様式第５号）を作成し、市町村 

長に提出する。併せて、市町村長は当該年度の翌年度の４月末までに所長に報告 

する。 

８ 直接補助の場合、第４の１、６及び７の「市町村長」を「所長」に読みかえ、

第４の２は適用しない。また、所長は事業実施計画の承認に当たり、事業実施主

体の主要な活動地域の市町村長から、様式第６号により意見を徴収する。 

９ 受益地区が農林事務所の管轄を超える場合、事業実施主体は部長に事業実施計

画書を提出し事業実施計画の承認を受けるものとする。また、事業実績報告書及

び事業実施状況報告書についても部長に報告するものとする。 

 

第５ 事業の実施期間 

    事業の実施期間は、単年度とする。 

 

第６ 事業の推進指導 

  本事業を円滑かつ適性に実施するため、農林事務所、市町村及び関係団体は密

接な連携を図り、推進指導を行う。 

 

第７ 成果確認検査について 

 事業の成果確認に当たっては、農林水産部所管の補助事業等に係る検査事務取

扱要領に準じて確認検査を行う。 

 

第８ その他 



１ 交付要綱第１号様式中の「２ 事業の内容（実績）」の別に定める様式につい

ては、本要領様式第７号のとおりとする。 

２ この要領に定めるもののほか、本事業の実施に関して必要な事項は、部長が別

に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日より施行する。 

この要領は、令和５年４月１１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１２日から施行する。 

この要領は、令和８年４月７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業実施要領 別表 

補助対象事業費 補助率 
事業実

施主体 
採択要件 

 県オリジナル水稲品種の作付

拡大を目指すモデル産地の取組

において、高品質・良食味生産

に必要な機器等の整備 

対象設備・機器等は、次のとおり

とする。 

    

・葉緑素計 

・ドローン 

・生育診断又は土壌診断に基づく

可変施肥機械等（注） 

・収量等測定機能付きコンバイン

（注） 

・乾燥機（注） 

・ＧＰＳ（注） 

・トラクタ（注） 

・ほ場管理システム 

・色彩選別機 

・均質化設備 

・フレコンスケール（ただし、色

彩選別機等品質向上のための機

器と一体的に導入する場合に限

る） 

・食味計 

・味度計 

・穀粒判定機 

・品質判定機 

・その他、部長が特に必要と認め

る設備・機器等 

（注）ほ場管理システムと連携し

利用する場合に限る 

 

 

導入機器価格、リ

ース物件価格相

当の1/2以内 

（ただし、１事

業実施主体当た

り補助額は3,50

0千円を上限と

する。） 

実施要領

第３に定

める事業

者等 

 

 

・ 県オリジナル水稲品種の高

品質・良食味米生産技術の確

立に向けて、スマート農業や

品質向上関連設備・機器の導

入等、先進的に取り組むモデ

ル産地であること。 

・ 事業費が整備内容ごとに 

50万円以上であること。 

・ 導入予定機械等は、目標年 

次において「福島県特定高性

能機械導入計画」に定める利

用下限面積以上であること。 

また、「福島県特定高性能

機械導入計画」に記載が無い

農業機械の場合、目標年次に

おいて概ね20ha以上（中山間

地域等※の場合は10ha以上）

であること。 

 

※ 次のいずれかに該当する

地域 

・過疎地域自立促進特別措置法

第２条の市町村 

・山村振興法第７条第１項の規

定に基づき指定された地域 

・特定農山村法第２条第１項の

規定に基づき指定された地

域 

 



 

（様式第１号） 

令和○○年度県オリジナル米産地力強化支援事業（実施計画、実績報告）書 

 

１ 事業実施主体の概要 

市町村名  

事業実施主体名  

事業実施主体の種類 農業協同組合 農業者団体等 

構成人数        名 （名簿を添付） 

代表者名  

所在地 

 

 

 

 

２ 事業実施地区の面積及び概要 

事業実施地区名  

事業実施地区の面積 

（受益面積） 
         ｈａ 

中山間地域等の該

当 
    有・無 

事業実施地区の概要 

・ 

・ 

・ 

 
 注）事業実施地区の面積：本事業により品質・食味の向上等に取り組む面積 

 

３ 事業推進計画及び目標（事業実績） 

（１）事業推進計画（事業取組経過） 

 

現 状 

問題点 

 

・ 

・ 

・ 

 

取組内容（対象品種、

実施すべき方策） 

（取組経過） 

・ 

・ 

・ 

 

事業による効果 

 

 

 

・ 

・ 

・ 

 

※取組内容は、モデルとなる取組の観点から、導入機器の必要性について分かるよう

に記載してください。 



 

（２）目標（目標及び実績） 

   現 状 

  （前年）  

  

オリジナル品種作付面積又は比率 ｈａ（％） 

１等米比率            ％ 

玄米タンパク質含有率 ％ 

実施年度目

標 
(実施年度実績) 

 (  年度)  

オリジナル品種作付面積又は比率 ｈａ（％） 

１等米比率            ％ 

玄米タンパク質含有率 ％ 

導入設備・機器等による処理量         ｈａ（ｔ） 

 ３年目目標 

 （ 年度)  

 

オリジナル品種作付面積又は比率 ｈａ（％） 

１等米比率                       ％ 

玄米タンパク質含有率            ％ 

導入設備・機器等による処理量         ｈａ（ｔ） 
 注）現状、目標については、具体的な数値等を記載する。 

○オリジナル品種作付面積又は比率 

・「福笑い」「天のつぶ」「里山のつぶ」の作付面積合計又は受益面積に占める比率 

○１等米比率、タンパク質含有率（水分１５％換算） 
・現状値については、事業実施地区（事業実施地区の測定値が無い場合は近隣地区等）における対象品種
の過去３カ年の平均値を用いる（過去３カ年の平均値がない場合には前年値で可）。 

・出来る限り同一機種により分析すること。 
・対象品種が複数ある場合は、品種毎の目標値を記載すること。 

 

４ 経費内訳 

 対象設備・機器等 金額 備考 

1    

2    

3    

 合計 円  

※ 備考に導入かリースかを記載してください。 

 

５ 設備・機器等の導入、リース整備に要する経費 

 

対象設備・機器等 

 

 機 種 名  

 
数 量  

 型 式 名  

 

 利用面積 （計画）   ha （利用規模下限）    ha 

リース期間（※）       年 

リース物件取得見込額（税抜き）（※）                 円 

リース期間終了後の残価設定（税抜き）（※）                  円 

リース料助成申請額（補助金額）（※）                        円 

リース諸費用（金利・保険料・消費税等）（※）                        円 

設備・機器等利用者負担リース料（税込み）（※）                         円 

物件保管場所  

（※）リースで整備する場合のみ記載 
※１：リースに要する経費に対する助成金額は、次の算式①による。 

ただし、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和
40 年大蔵省令第 15 号））に定める耐用年数未満とする場合にあっては次の算式②、リース期間満了時に残存
価格を設定する場合にあっては次の算式③による。 
また、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数未満とし、かつ、リース期間満了時に残存価格を設

定する場合にあっては、算式②又は算式③により算出した額のいずれか小さい方とする。 



 

   算式①：助成金の額＝リース物件価格（税抜き）×１／２以内 
   算式②：助成金の額＝リース物件価格（税抜き）×（リース期間／法定耐用年数）×１／２以内 
   算式③：助成金の額＝（リース物件価格（税抜き）－残存価格（税抜き））×１／２以内 

この場合において、リース期間は、設備利用者がリース物件を借り受ける日から当該リースの終了予定日ま
での日数とし、当該リース日数を 365 日で除した数値の小数点以下第３位の数字を四捨五入して小数点以下第
２位で表した数値とし、申請額は、算出された金額の千円未満を切り捨てて千円単位とする。 

※２：利用面積（計画）は目標年における 
 

６ 経費の配分及び負担区分 

 

内  容 

 

 

事 業 費 

 

     負 担 区 分  

備 考 
(消費税分を明記) 

   県補助金 

（Ａ） 

  その他 

（Ｂ） 

設備・機器等の導

入、リース整備に

要する経費 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

 

※事業費については、導入する機器の物件費（消費税込み）を記入する。 

 

７ 事業実施期間 

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

８ 添付資料 

（１）実施計画 

  ① 直近の総会資料等（組織及び運営に関する規約、役員・会員名簿、収支実績

又は計画を含む資料） 

   ② 反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

  ③ 設備・機器等の導入を行う場合は、設備・機器等の販売に係る見積書（２社

以上）、機器のカタログ及び規模決定根拠等 

④ 設備・機器等のリースを行う場合は、設備・機器等の販売に係る見積書（２

社以上）及びリース料に係る見積書（１社以上）、機器のカタログ及び規模決

定根拠等 

⑤ その他知事が必要と認める書類 

 

（２）実績報告 

  ① 本事業に係る支払いを証する書類（領収書、明細書等） 

   ② その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式第２号） 

暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書 

 

福島県○○農林事務所長  様 

 

１ 私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員

でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）

に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来に

わたっても該当しないことを確約します。 

 (1) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

 (2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

 (3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加え

る目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を

有すること。 

 (4) 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をして

いると認められる関係を有すること。 

 (5) 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有すること。 

 

２ 私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わない

ことを確約します。 

 (1) 暴力的な要求行為 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

 (3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

 (4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて福島県の信用を毀損し、または

福島県の業務を妨害する行為 

 

３ 私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号の

いずれかに該当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚

偽の申告をしたことが判明した場合には、福島県から請求があり次第、直ちに補助

金を返還します。 

 

４ 上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構

いません。 

 

 

記入日 令和  年  月  日   

 

住所（又は所在地） 

 

名称 

代表者名



 

（様式第３号） 

○○○○○○○○ 

令和 年 月 日 

 

   福島県○○農林事務所長 様 

 

 

市町村長   

 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施計画承認申請書 

   このことについて、県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領第４の２の規定

により提出します。 

 

記 

１ 事業実施主体名 

 

２ 実施計画書 別紙のとおり（様式第１号） 

 

３ 本件責任者及び担当者 

  責任者氏名 

  担当者氏名 

  連絡先



 

（様式第４号） 

○○○○○○○○ 

令和 年 月 日 

 

福島県○○農林事務所長 様 

 

                          市町村長   

住 所 又 は 所 在 地 

事 業 実 施 主 体 名 

 

 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施計画変更承認申請書 

令和 年 月 日付け○○○第   号で承認のあった事業実施計画について、

下記のとおり変更したいので、県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領第４の５

に基づき申請します。 

 

記 

１ 変更の理由 

 

２ 変更計画 

      事業実施計画（様式第１号）に準じて作成する。 

なお、変更部分は２段書きとし、変更前を括弧書きで、変更後を下段に記載する。 

 

３ 本件責任者及び担当者 

  責任者氏名 

  担当者氏名 

   連絡先



 

（様式第５号） 

 

令和○○年度県オリジナル米産地力強化支援事業実施状況報告書 

 

１ 事業実施主体の概要 

市町村名  

事業実施主体の種

類 
農業協同組合 農業者団体等 

事業実施主体名  

構成人数        名 （名簿を添付） 

代表者名  

所在地 

 

 

 

 

２  実施状況 

 

 

 

現状値及び目標値  

備 考 

 
現状値 

(事業開始前年度） 
実施年度 

(令和 年） 

目標値 

(令和○○年） 

オリジナル品種作

付面積又は比率 

    

１等米比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玄米タンパク質含

有率 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入した設備・機器

等による処理面積

又は処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）事業実施計画書に記載した目標の達成状況について記載する。



 

（様式第６号） 

○○○○○○○○ 

令和 年 月 日 

 

福島県○○農林事務所長 様 

 

市町村長   

 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施計画書に対する意見 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領第４の８の規定による事業実施計画

に対する当市（町・村）の意見については、下記のとおりです。 

 

記 

１ 事業実施主体名 

 

２ 事業実施計画に対する意見 

 

３ 本件責任者及び担当者 

  責任者氏名 

  担当者氏名 

  連絡先 



 

(様式第７号） 

 

１ 事業の内容（実績） 

 

事業実施主体 事業実施地区名 事業内容 事業費(円) 
負担区分(円) 備  考 

（消費税分を明記） 県補助金 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：軽微な変更があった場合においては、交付決定がなされた計画を容易に比較できるよう二段書きとし、変更前を上段（ ）

書きとする。 

 


